
魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ● ○ ○

②

③

③

②

③

●

○

公衆浴場の減少及び、スーパー銭湯への客足の流出により、利用者数の減少が想定される。

対
象

各市町の実施事業詳細を把握特になし
把握している

把握していない

＜平成22年度の主な活動内容＞

年度内70歳到達者への入浴カード作成、再発行業務
民生委員への配布依頼
富山県浴場業同業組合魚津支部への委託料支払
＊平成23年度の変更点

銭湯を利用した健康教室等の実施

手
段

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

63 63 63 63

4,063 4,063 4,063 4,063

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円)

1

15 15 15 15

1 1 1

84

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 5,284

(千円)

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 20

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

⑷一般財源 4,000

(千円)

(千円)

⑶その他(使用料・手数料等)

5,200 4,000 4,000 4,000

4,000

0

5,200 4,000 4,0004,000

0 00 0

0

0

0

00 0

00

0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

⑵地方債

⑴国・県支出金 (千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0
財
源
内
訳

不明 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

そ
の
結
果

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けています。

＜施策の目指すすがた＞

14,691 14,00014,00014,000

604 607

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

民生委員が対象高齢者宅を訪問して入浴券を配布することで、安否確認や生活相談を行うことができる。また入浴券を支給する
ことによって、高齢者の衛生環境を保つだけでなく、地域社会との交流を促進して閉じこもりの防止や健康の維持・増進を図
る。

① 割引入浴入場者数 17,944件

800756 850

➡
活
動
指
標

年間交付枚数 枚①

②

人

人

人 10,039 10,639 11,246 12,000 12,800

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

市内に居住する70歳以上の高齢者で、在宅で生活している者。
① 割引入浴パス交付者

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

◆事業概要（どのような事業か）

３．豊かな長寿社会の実現

政 策 名

３．負担金・補助金 ４．市直営

係 名 等

記 入 者 氏 名

課 名 等 社会福祉課

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

２．老人福祉費

高齢福祉係

基 本 事 業 名 社会参加の促進

款

計画

３．民生費

区 分 なし

施 策 名

目

１．社会福祉費

２　健康で安心して暮らせる社会の構築

項

523001

一般会計政策の柱 基３　健やかで笑顔あふれるまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001030102コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

コード１ 02020200

事 務 事 業 名 ふれあい入浴事業

事 業 コ ー ド 24502106

部 名 等 民生部

予 算 書 の 事 業 名 5.敬老事業

開始年度 平成12年以前 終了年度事 業 期 間 当面継続 業務分類 ６．ソフト事業

実 施 方 法

70歳以上の在宅生活をしている高齢者に入浴券を配布する。第２、第４火曜日の月２回、市内８ヶ所の公衆浴場で入浴券を提示することで自己負担100円で入浴することができる。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1007

宮田　奈未子
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

中

変更なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

○

●

成果向上の余地あり

目的廃止又は再設定の余地あり① 目的妥当性 適切

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

説
明

公衆浴場という地域資源を活用し、高齢者の健康増進や地域交流の促進を図ることで、高齢者が地域の中で自立し
た生活を送ることができる。

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

説
明

なし

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

受益者負担の適正化の余地あり

説
明

④ 公平性

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

年度

○

○

○

●

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

③ 効率性

維持

成果の方向性

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

中･長期的
（３～５
年間）

次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

向上

コストと成果の方向性

コストの方向性

浴場業同業協同組合員数の動向を見ながら委託料の見直しが必要である

なし
説
明

削減要素なし。

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

○

●

○

○

★　評価結果の総括と今後の方向性

○

○廃止終了

○適切

○

適切 ●

○

○

○

11．事務事業実施の緊急性

比
較
的
高
い

○

●

○

★課長総括評価(一次評価）

､
サ
ー
ビ
ス
低
下

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入

コスト削減の余地あり

○

② 有効性

●

低い

22（平成

他市は、無料入浴券を配布しており、受益者負担はない

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

説
明● 平均

適正化の余地なし

説
明

他市は無料入浴券を配布しているが、魚津市は1日当り100円を徴収しており、負担水準として適切と考える

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

【公平性の評価】

あり

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

【有効性の評価】

割引入浴パスの利用回数増。

なし
説
明

今後対象者の増加は確実であり、担当者が事務に割く時間も確実に大きくなる見込み。

【効率性の評価】

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度小

●

直結度大

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】
10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

○

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

H23年度から銭湯を会場とした健康づくり教室を実施することとしたので、この成果を検証するためH24までの継続
は止む無し。
しかし、高齢者の安否確認や民生委員等の相談の機会増を図るなどの付加価値を高めない限り事業の継続は、難し
い。

2/18



魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ● ● ○

②

③

③

②

③

●

○

実 施 方 法

魚津市老人クラブ連合会及び単位老人クラブの活動支援

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1007

木村　勝

予 算 書 の 事 業 名 1.老人クラブ事業

開始年度 昭和35年以前 終了年度事 業 期 間 当面継続 業務分類 ４．負担金・補助金

コード１ 02020200

事 務 事 業 名 老人クラブ事業

事 業 コ ー ド 24503101

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

523001

一般会計政策の柱 基３　健やかで笑顔あふれるまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001030102コード２政策体系上の位置付け

款

計画

３．民生費

区 分 なし

施 策 名

目

１．社会福祉費

２　健康で安心して暮らせる社会の構築

項

２．老人福祉費

高齢福祉係

基 本 事 業 名 社会参加の促進

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

◆事業概要（どのような事業か）

３．豊かな長寿社会の実現

政 策 名

３．負担金・補助金 ４．市直営

係 名 等

記 入 者 氏 名

課 名 等 社会福祉課

16,700 17,000

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

単位老人クラブに加入する者
① 60歳以上の者 人 15,729 16,182 16,500

➡
活
動
指
標

老人クラブ会員数 人①

② 単位老人クラブ数

5,8505,800 5,900

92人 9292 92 92

36.56％

5,750 5,726

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

高齢者が健康になる。老人が生きがいを見つける。
① 加入率 35.38 34.7035.0235.15

そ
の
結
果

高齢者や障害者が、地域社会の一員としてさまざまな分野で積極的に社会参加し、心と体の健康に寄与する

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

⑵地方債

⑴国・県支出金 (千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 3,388
財
源
内
訳

不明 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

3,454

0

3,454

00 0

3,4543,389

0

5,954

0

6,848 5,845 5,9545,954

0 00 0

⑷一般財源 2,500

(千円)

(千円)

⑶その他(使用料・手数料等)

3,459 2,457 2,500 2,500

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 200

841

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 7,689

(千円)

1

200 200 200 200

1 1 1

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

841 841 841 841

6,686 6,795 6,795 6,795

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円)

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

＜平成22年度の主な活動内容＞

魚津市老人クラブ連合会へ健康づくり事業、ボランティア事業、世代交流事業等の各種事業の委託業務及び活動助成金の交付
単位老人クラブへ活動助成金の交付

＊平成23年度の変更点

変更なし

手
段

対
象

国庫補助基準に従って実施。特になし
把握している

把握していない

大きな改正は無いと考える。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

老人クラブ連合会として年間多くの事業やイベントを積極的に実施しており、会員の満足度も高い。介護予防とし
ても最重要の事業である。
ただし、団塊の世代の受入れに関して工夫していく必要がある。

★経営戦略会議評価（二次評価）

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

●

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度小

●

直結度大

【公平性の評価】

なし

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

【有効性の評価】

成果向上の余地なし。

なし
説
明

市老人クラブ連合会事務局も最低人数で運営にあたっており人件費の削減は困難

【効率性の評価】

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担なし

説
明● 平均

適正化の余地なし

説
明

単位老人クラブの運営は、クラブ会員の会費と市からの補助金で賄っており、負担徴収という概念は馴染まない

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

低い

22（平成

若干の補助金の上乗せがあるものの、支出については県の補助基準に基づいており適正であると考える

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

★課長総括評価(一次評価）

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入

コスト削減の余地あり

○

② 有効性

●

○

○

○

11．事務事業実施の緊急性

全
国
的
高
い

○

○

○

○適切

○

適切 ○

○

○

●

○

★　評価結果の総括と今後の方向性

○

○廃止終了

なし
説
明

年々高齢者が増加しており、事業の削減の余地はない

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

成果の方向性

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

中･長期的
（３～５
年間）

次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

維持

コストと成果の方向性

コストの方向性

趣味教室等の活動内容を見直し、新規加入者の促進に努める必要がある

●

○

●

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

③ 効率性

受益者負担の適正化の余地あり

説
明

④ 公平性

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

年度

○

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

説
明

元気高齢者の活動の継続

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

説
明

なし

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

成果向上の余地あり

目的廃止又は再設定の余地あり① 目的妥当性 適切

平
均

大

変更なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

高齢者が趣味活動に取り組む場を確保、管理することにより、生きがい活動を創出する。

各市町村独自り取り組みの中で、市町村が趣味活動に限定した施設を所有しているのかどう
か不明のため。

特になし
把握している

把握していない

4,205（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

特になし

老人趣味の家の管理運営。趣味教室運営。成果発表の場の提供。

＊平成23年度の変更点

変更なし

昭和５０年代に魚津市がモデル指定を受けて始めた事業である。

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など）

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

高齢者や障害者が、地域社会の一員としてさまざまな分野で積極的に社会参加しています。

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

84

524 309 309 309

84 84 84

1

20 20 20 20

1 1 1

196 440

⑵地方債

⑴国・県支出金

(千円) 0

0(千円) 0

⑷一般財源 196

225225225

0

225

⑶その他(使用料・手数料等) 0

0 0

0

0

0

0

0

①事務事業に携わる正規職員数 (人)

225 225

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

1

(千円)

財
源
内
訳

(千円) 440

0

5.06 4.02 4.24

0◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0

4.37 4.52

日 36 40

％

36 40 40.00
意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 趣味教室加入率

活動日数

730796 651 700 770

➡
活
動
指
標

趣味教室メンバー数 人①

②

17,000

22年度

◆事業概要（どのような事業か）

16,500 16,700
（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

対
象

24年度

計画

① 60歳以上の者

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

老人クラブの会員

基 本 事 業 名

３．民生費

区 分 なし

施 策 名 ３．豊かな長寿社会の実現

目

政 策 名

１．社会福祉費

予算科目 コード３

２　健康で安心して暮らせる社会の構築

項

款

一般会計

523001 001030102コード２政策体系上の位置付け

政策の柱 基３　健やかで笑顔あふれるまちづくり 会計

３．負担金・補助金 ４．市直営

係 名 等

記 入 者 氏 名

課 名 等 社会福祉課

高齢福祉係

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

コード１ 02020200

事 務 事 業 名 高齢者趣味の家管理事務

事 業 コ ー ド 24503102

部 名 等 民生部

予 算 書 の 事 業 名 2.高齢者生きがい事業

開始年度 昭和60年 終了年度事 業 期 間 当面継続 業務分類 ６．ソフト事業

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1007

木村　勝 ２．老人福祉費

25年度

単
位 23年度

実績

84

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円)

実 施 方 法

老人趣味の家の管理業務

社会参加の促進

人 15,729 16,187

21年度

②事務事業の年間所要時間 (時間)

4,205 4,205 4,205

280

(千円)

20

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円)

(千円)
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

●

○

11．事務事業実施の緊急性

大

成果向上の余地あり

なし
説
明

成果向上の余地なし。

年度

●

適切

コスト削減の余地あり

終了 ○

老人クラブ事業。老人クラブ会員の加入促進が期待される

○

○ 受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性 適切

○

○

説
明

高齢者が増え、活動ニーズも多様化しており更なる予算の増額を期待する

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

【有効性の評価】

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

あり
説
明

維持

なし
説
明

高齢者の数も年々増加しており、人権費の削減は困難と考える

実
施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

【効率性の評価】

コストと成果の方向性

なし

○

維持

成果の方向性趣味教室の活動内容を見直し、新規会員の加入促進に努めたい

中･長期的
（３～５
年間）

コストの方向性変更なし

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

⑵　今後の事務事業の方向性

○ ○廃止

適切

○

③ 効率性

適切

② 有効性 ●

○●

★　評価結果の総括と今後の方向性
なし

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

① 目的妥当性 目的廃止又は再設定の余地あり

根拠法令等を記入

説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担なし

活動のための材料費等は、個人負担となっている

●

適正化の余地なし

【公平性の評価】

説
明

次年度
（平成24
年度）

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

●

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
可
能

説
明

趣味活動の場の確保が、高齢者の生きがい創出につながる

直結度中

直結度小

法令などにより市による実施が義務付けられている

○

直結度大

○

●

○

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

一
部
に
あ
る

○

県内に同様の事例がないため比較が困難

平
均

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

説
明● 平均

○

【必要性の評価】

平成 23 年度

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

22

【目的妥当性の評価】

（平成

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

二次評価の要否

不要

維持。
現在の予算枠で内容の改善・充実を図っていく。
また、地域協働の時代である。会員自らが自分たちで各教室を運営していくよう、働きかける。
併せて、団塊の世代の受入れに関して工夫していく必要がある。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ● ○

②

③

③

②

③

○

●

実 施 方 法

高齢者のスポーツ、芸術の全国大会への派遣助成等を実施している。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1007

木村　勝

予 算 書 の 事 業 名 2.高齢者生きがい事業

開始年度 平成12年 終了年度事 業 期 間 当面継続 業務分類 ４．負担金・補助金

コード１ 02020200

事 務 事 業 名 全国大会派遣助成事業

事 業 コ ー ド 24503102

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

523001

一般会計政策の柱 基３　健やかで笑顔あふれるまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001030102コード２政策体系上の位置付け

款

計画

３．民生費

区 分 なし

施 策 名

目

１．社会福祉費

２　健康で安心して暮らせる社会の構築

項

２．老人福祉費

高齢福祉係

基 本 事 業 名 社会参加の促進

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

◆事業概要（どのような事業か）

３．豊かな長寿社会の実現

政 策 名

３．負担金・補助金 ４．市直営

係 名 等

記 入 者 氏 名

課 名 等 社会福祉課

16,700 17,000

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

60歳以上の高齢者
① 60歳以上の者 人 15,729 16,187 16,500

➡
活
動
指
標

大会参加者 人①

②

1010 100

1人

1 10

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

大会参加者に助成金を支給することによって、経費の負担を少なくする
① 　助成金支給者数 10 10.001010

そ
の
結
果

高齢者や障害者が、地域社会の一員としてさまざまな分野で積極的に社会参加を行う

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

⑵地方債

⑴国・県支出金 (千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0
財
源
内
訳

昭和５０年代に魚津市がモデル指定を受けて始めた事業である。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

0

0

00 0

00

0

100

0

10 100 100100

0 00 0

⑷一般財源 100

(千円)

(千円)

⑶その他(使用料・手数料等)

10 100 100 100

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 20

84

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 94

(千円)

1

20 20 20 20

1 1 1

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

84 84 84 84

184 184 184 184

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円)

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

＜平成22年度の主な活動内容＞

ねんりんピック等の全国大会参加者へ助成金の支給

＊平成23年度の変更点

変更なし

手
段

対
象

各市町村独自り取り組みの中で、市町村が趣味活動に限定した施設を所有しているのかどう
か不明のため。

特になし
把握している

把握していない

特になし
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

当面継続

★経営戦略会議評価（二次評価）

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

○

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度小

●

直結度大

【公平性の評価】

なし

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

【有効性の評価】

成果向上の余地はない

なし
説
明

削減は困難

【効率性の評価】

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

説
明● 平均

適正化の余地なし

説
明

大会参加費は、原則自己負担となっている

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

低い

22（平成

県内に同様の事例がないため比較が困難

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

★課長総括評価(一次評価）

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入

コスト削減の余地あり

○

② 有効性

●

○

○

○

11．事務事業実施の緊急性

一
部
に
あ
る

○

○

●

○適切

○

適切 ○

○

○

●

○

★　評価結果の総括と今後の方向性

●

○廃止終了

なし
説
明

高齢者が増え、全国大会レベルで活躍することが見込めるため更なる予算を期待する

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

成果の方向性

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

中･長期的
（３～５
年間）

次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

維持

コストと成果の方向性

コストの方向性

継続することとしたい

○

○

●

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

③ 効率性

受益者負担の適正化の余地あり

説
明

④ 公平性

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

年度

○

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地はない

説
明

活動の場の確保が、高齢者の生きがい創出につながる

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

説
明

なし

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

成果向上の余地あり

目的廃止又は再設定の余地あり① 目的妥当性 適切

平
均

中

変更なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

あり
説
明

老人クラブ事業。老人クラブ会員の加入促進が期待される

●

○

8/18



魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ● ○ ○

②

③

③

②

③

○

●

高齢者が趣味活動に取り組む場を確保、管理することにより、生きがい活動を創出する。

市町村が趣味活動に限定した施設を所有しているのかどうか不明のため。特になし
把握している

把握していない

4,205（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

特になし

ゲートボール場の除草作業

＊平成23年度の変更点

変更なし

昭和５０年代に魚津市がモデル指定を受けて始めた事業である。

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など）

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

高齢者や障害者が、地域社会の一員としてさまざまな分野で積極的に社会参加しています。

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

84

114 114 114 114

84 84 84

1

20 20 20 20

1 1 1

30 30

⑵地方債

⑴国・県支出金

(千円) 0

0(千円) 0

⑷一般財源 30

303030

0

30

⑶その他(使用料・手数料等) 0

0 0

0

0

0

0

0

①事務事業に携わる正規職員数 (人)

30 30

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

1

(千円)

財
源
内
訳

(千円) 30

0

2 2 2

0◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0

2 2.00
回／
年

2 2 2 22

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 大会開催

7570 75 75 75

➡
活
動
指
標

会員数 人①

② 除草作業
回／
年

490

22年度

◆事業概要（どのような事業か）

472 480
（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

対
象

24年度

計画

① 松倉地区60歳以上の者

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

松倉地区老人クラブの会員

基 本 事 業 名

３．民生費

区 分 なし

施 策 名 ３．豊かな長寿社会の実現

目

政 策 名

１．社会福祉費

予算科目 コード３

２　健康で安心して暮らせる社会の構築

項

款

一般会計

523001 001030102コード２政策体系上の位置付け

政策の柱 基３　健やかで笑顔あふれるまちづくり 会計

３．負担金・補助金 ４．市直営

係 名 等

記 入 者 氏 名

課 名 等 社会福祉課

高齢福祉係

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

コード１ 02020200

事 務 事 業 名 角川ダム公園施設内ゲートボール場管理事務

事 業 コ ー ド 24503102

部 名 等 民生部

予 算 書 の 事 業 名 2.高齢者生きがい事業

開始年度 平成3年 終了年度事 業 期 間 当面継続 業務分類 １．施設管理

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1007

木村　勝 ２．老人福祉費

25年度

単
位 23年度

実績

84

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円)

実 施 方 法

角川ダム公園施設内ゲートボール場管理事業

社会参加の促進

人 444 465

21年度

②事務事業の年間所要時間 (時間)

4,205 4,205 4,205

114

(千円)

20

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円)

(千円)
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

○

●

11．事務事業実施の緊急性

中

成果向上の余地あり

なし
説
明

成果向上の余地はない

年度

●

適切

コスト削減の余地あり

終了 ○

連携することで、効果が高まる事務事業はない。

●

○ 受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性 適切

○

○

説
明

管理上最低限の予算計上であるため削減は困難

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地はない

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

【有効性の評価】

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

維持

なし
説
明

削減は困難と考える

実
施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

【効率性の評価】

コストと成果の方向性

なし

○

維持

成果の方向性継続することとしたい

中･長期的
（３～５
年間）

コストの方向性変更なし

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

⑵　今後の事務事業の方向性

○ ○廃止

適切

○

③ 効率性

適切

② 有効性 ●

○●

★　評価結果の総括と今後の方向性
なし

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 目的廃止又は再設定の余地あり

根拠法令等を記入

説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担なし

活動のための資材については個人負担となっている

●

適正化の余地なし

【公平性の評価】

説
明

次年度
（平成24
年度）

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

○

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
可
能

説
明

活動の場の確保が高齢者の生きがい活動創出につながる

直結度中

直結度小

法令などにより市による実施が義務付けられている

○

直結度大

○

●

○

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

一
部
に
あ
る

○

県内に同様の事例がないため比較が困難

平
均

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

説
明● 平均

○

【必要性の評価】

平成 23 年度

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

22

【目的妥当性の評価】

（平成

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

二次評価の要否

不要

維持
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ● ○

②

③

③

②

③

●

○

高齢者が労働、作業を通して生きがいを見出し、健康な状態を保つ。

各市町村ともシルバー人材センターの事業内容等に応じて助成している。特になし
把握している

把握していない

4,205（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

特になし

シルバー人材センタの就業活動に対する補助金の交付

＊平成23年度の変更点

変更なし

昭和63年７月から開始した事業である。

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など）

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮し続けています。

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

168

8,718 8,718 8,718 8,718

168 168 168

1

40 40 40 40

1 1 1

8,550 8,550

⑵地方債

⑴国・県支出金

(千円) 0

0(千円) 0

⑷一般財源 8,550

8,5508,5508,550

0

8,550

⑶その他(使用料・手数料等) 0

0 0

0

0

0

0

0

①事務事業に携わる正規職員数 (人)

8,550 8,550

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

1

(千円)

財
源
内
訳

(千円) 8,550

0

486 490 530

0◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0

560 600

％ 3.09 3.21

人

3.03 3.35 3.53
意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① シルバー人材センター登録者数

シルバー人材センター登録割合

8,5008,500 8,500 8,500 8,500

➡
活
動
指
標

毎年の補助金額 千円①

②

17,000

22年度

◆事業概要（どのような事業か）

16,500 16,700
（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

対
象

24年度

計画

① 60歳以上の者

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

満６０歳以上の元気高齢者

基 本 事 業 名

３．民生費

区 分 なし

施 策 名 ３．豊かな長寿社会の実現

目

政 策 名

１．社会福祉費

予算科目 コード３

２　健康で安心して暮らせる社会の構築

項

款

一般会計

523001 001030102コード２政策体系上の位置付け

政策の柱 基３　健やかで笑顔あふれるまちづくり 会計

３．負担金・補助金 ４．市直営

係 名 等

記 入 者 氏 名

課 名 等 社会福祉課

高齢福祉係

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

コード１ 02020200

事 務 事 業 名 就業機会確保事業

事 業 コ ー ド 24503103

部 名 等 民生部

予 算 書 の 事 業 名 3.就業機会確保事業

開始年度 昭和63年 終了年度事 業 期 間 当面継続 業務分類 ４．負担金・補助金

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1007

木村　勝 ２．老人福祉費

25年度

単
位 23年度

実績

168

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円)

実 施 方 法

高齢者の就業支援を行うシルバー人材センターの活動に対して補助金を交付し、生きがいづくりや社会参加の促進を支援する。

社会参加の促進

人 15,729 16,187

21年度

②事務事業の年間所要時間 (時間)

4,205 4,205 4,205

8,718

(千円)

40

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円)

(千円)
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

○

●

11．事務事業実施の緊急性

大

成果向上の余地あり

なし
説
明

成果向上の余地はない

年度

●

適切

コスト削減の余地あり

終了 ○

老人クラブ事業。老人クラブ会員の加入促進が期待される

○

○ 受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性 適切

○

○

説
明

今後ますます高齢者人口が増え、定年後の就職活動先としての期待も大きい。また、就労意欲も拡大、多様化しており
更なる予算が必要である

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地はない

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

【有効性の評価】

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

あり
説
明

維持

なし
説
明

削減は困難と考える

実
施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

【効率性の評価】

コストと成果の方向性

なし

○

維持

成果の方向性継続することとしたい

中･長期的
（３～５
年間）

コストの方向性変更なし

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

⑵　今後の事務事業の方向性

○ ○廃止

適切

○

③ 効率性

適切

② 有効性 ●

○●

★　評価結果の総括と今後の方向性
なし

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 目的廃止又は再設定の余地あり

根拠法令等を記入

説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担なし

国が行う高齢者等の雇用促進のための施策であり、適正化の余地はないと考える。ただし、事業仕分けにより補助金が
大幅に削減される

●

適正化の余地なし

【公平性の評価】

説
明

次年度
（平成24
年度）

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

●

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

高齢者の生きがいづくりとしての貢献度は大きい

直結度中

直結度小

法令などにより市による実施が義務付けられている

○

直結度大

○

●

○

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

一
部
に
あ
る

●

国が行う高齢者等の雇用促進のための施策であり、受益者負担の考えは馴染まない

平
均

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

説
明● 平均

○

【必要性の評価】

平成 23 年度

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

22

【目的妥当性の評価】

（平成

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

二次評価の要否

不要

維持
働く意欲のある高齢者に対して、今後見込まれる多様な就労ニーズに対応するため、シルバー人材センターの活動
内容の充実に努める。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

● ○ ○ ○

②

③

③

②

③

●

○

実 施 方 法

高齢者の生きがいづくりの場として市内の2施設(百楽荘、経田福祉センター)設置し、60歳以上の高齢者を対象として健康の増進、教養の向上及びレクリエーション活動の場として活用して
いる。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1007

木村　勝

予 算 書 の 事 業 名 1.福祉センター運営費

開始年度 平成１2年度以前 終了年度事 業 期 間 当面継続 業務分類 １．施設管理

コード１ 02020200

事 務 事 業 名 福祉センター運営事業

事 業 コ ー ド 24502103

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

523001

一般会計政策の柱 基３　健やかで笑顔あふれるまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001030102コード２政策体系上の位置付け

款

計画

３．民生費

区 分 なし

施 策 名

目

１．社会福祉費

２　健康で安心して暮らせる社会の構築

項

２．老人福祉費

高齢福祉係

基 本 事 業 名 社会参加の促進

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

◆事業概要（どのような事業か）

３．豊かな長寿社会の実現

政 策 名

３．負担金・補助金 ４．市直営

係 名 等

記 入 者 氏 名

課 名 等 社会福祉課

16,700 17,000

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

６０歳以上の高齢者で介護の必要のない高齢者
① 高齢者数（６０歳以上の高齢者） 人 15,729 16,182 16,500

➡
活
動
指
標

利用者数 人①

②

19,50019,000 20,000

9.84％

18,580 18,045

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

高齢者の介護予防、健康増進、身体機能保持・回復、娯楽等を行う場の提供。
① 利用者数／高齢者数 11.25 10.009.739.60

そ
の
結
果

福祉サービスが充実し、高齢者や障害者が自分らしく自立しながら安心してくらしています。

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

⑵地方債

⑴国・県支出金 (千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0
財
源
内
訳

高齢者の各種相談に応ずるとともに、健康の増進、教養の向上及びレクリエーションの等を提供する施設として設置。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

0

0

00 0

00

0

26,681

5,850

25,874 25,872 26,75026,750

5,760 5,8004,836 4,825

⑷一般財源 20,900

(千円)

(千円)

⑶その他(使用料・手数料等)

21,038 21,047 20,921 20,950

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 100

421

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 26,295

(千円)

1

100 100 100 100

1 1 1

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

421 421 421 421

26,293 27,102 27,171 27,171

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円)

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入)

➡

＜平成22年度の主な活動内容＞

福祉センター２施設とも指定管理者へ管理委託した。

＊平成23年度の変更点

変更無し

手
段

対
象

ほとんどの市で設置しており、運営形態も社会福祉協議会等への委託が多い。議会からは、年々利用者数が減少していることの対し、利用者増を図る対策が必要との指摘を受けている。また、市民には、施設知名度は高いものの、
実際の利用に必ずしも結びついていない。 把握している

把握していない

介護保険の開始により、利用者の一部は在宅介護サービスのデイサービスへと移行した。現在の利用者は、自立者と要介護者が混在している。利用の目
的は、入浴と対人交流が主となっている。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

維持
従来の娯楽や保養目的のみでは入館者は減少する一方である。今後は介護予防の拠点施設としてより積極的な事業
展開が必要であり､そのためにも指定管理制度の導入が適当である。
西布施・石垣地区への送迎バス運行に関して、他の地区との受益者負担の公平性を検証すること。

★経営戦略会議評価（二次評価）

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

○

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度小

○

直結度大

【公平性の評価】

あり

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

【有効性の評価】

全市の住民が利用しやすくなるよう送迎バスを運行することによる利用者増が見込める。
介護予防教室の実施、充実により施設の付加価値を高めることにより、利用者増が見込める。

あり
説
明

指定管理者制度の導入による人件費削減可能。

【効率性の評価】

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

説
明● 平均

適正化の余地あり

説
明

介護予防教室等の付加価値を付与し、受益者負担の増額を図ることが可能。

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

低い

22（平成

県内他市町村と単純比較すると受益者負担(利用料金)は、高めに設定しているが、浴場を備えていることを考慮し適切
な料金設定を比較検討していく。

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、どのように見直す余地があるか説明）

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
可
能

★課長総括評価(一次評価）

低
い
が
､
影
響
大

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入

コスト削減の余地あり

●

② 有効性

●

○

○

○

11．事務事業実施の緊急性

比
較
的
高
い

○

●

○

●適切

○

適切 ●

○

●

○

●

★　評価結果の総括と今後の方向性

●

○廃止終了

あり
説
明

指定管理者制度の導入による事業費削減可能。

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

削減

成果の方向性

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

中･長期的
（３～５
年間）

次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

向上

コストと成果の方向性

コストの方向性

指定管理者制度活用によるサービスの拡充

○

○

○

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

③ 効率性

受益者負担の適正化の余地あり

説
明

④ 公平性

⑵　今後の事務事業の方向性

○ 適切

年度

○

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

説
明

高齢者がいつまでも健康で自立してすごすための交流の場として生きがいづくりに寄与している。

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

説
明

なし

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

成果向上の余地あり

目的廃止又は再設定の余地あり① 目的妥当性 適切

平
均

大

指定管理者制度の導入

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

あり
説
明

高齢者の閉じこもり予防をより進めることとなり、
それぞれの施設において介護予防教室等の実施により元気高齢者の活動の場としての機能充実が図れる。

○

○
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ● ●

②

③

③

②

③

○

●

高齢者の健康状態の持続と、趣味活動の場として老人の生きがいをつくる。

比較対照となる施設がないためなし
把握している

把握していない

4,205（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

特になし

市直営の高齢者ふれあいの家の管理運営
他団体が設置する高齢者ふれあいの家の運営補助金の交付

＊平成23年度の変更点

他団体が管理する加積高齢者ふれあいの家の廃止

平成8年に片貝地区の空家屋を改修して開設した。その後、市直営（経田地区）と補助金対応(加積地区)に広がった。

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など）

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

高齢者が地域で生きがいをもって暮らすことにより、要介護状態とならないようにする。

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入) ◆県内他市の実施状況

336

1,837 2,239 1,999 1,999

336 336 336

1

80 80 80 80

1 1 1

1,542 1,501

⑵地方債

⑴国・県支出金

(千円) 0

576(千円) 614

⑷一般財源 938

1,6631,6631,903

614

1,049

⑶その他(使用料・手数料等) 604

0 0

0

0

0

0

0

①事務事業に携わる正規職員数 (人)

1,289 1,049

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

1

(千円)

財
源
内
訳

(千円) 925

614

2,058 2,200 2,350

0◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0

2,500 2,600.00人

240,000 240,000 0 0240,000

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 介護保険認定者数

4,0004,020 3,870 4,000 4,000

➡
活
動
指
標

利用者数 人①

② 補助金交付決定額 円

17,000

22年度

◆事業概要（どのような事業か）

16,500 16,700
（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

対
象

24年度

計画

① ６０歳以上の者

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

概ね６０歳以上の者

基 本 事 業 名

３．民生費

区 分 なし

施 策 名 ３．豊かな長寿社会の実現

目

政 策 名

１．社会福祉費

予算科目 コード３

２　健康で安心して暮らせる社会の構築

項

款

一般会計

523001 001030102コード２政策体系上の位置付け

政策の柱 基３　健やかで笑顔あふれるまちづくり 会計

３．負担金・補助金 ４．市直営

係 名 等

記 入 者 氏 名

課 名 等 社会福祉課

高齢福祉係

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

コード１ 02020200

事 務 事 業 名 高齢者ふれあいの家運営事業

事 業 コ ー ド 24502104

部 名 等 民生部

予 算 書 の 事 業 名 2.高齢者ふれあいの家運営費

開始年度 平成8年度 終了年度事 業 期 間 当面継続 業務分類 １．施設管理

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1007

宮田　奈未子 ２．老人福祉費

25年度

単
位 23年度

実績

336

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円)

実 施 方 法

魚津市が設置する高齢者ふれあいの家の管理運営
他団体が設置する高齢者ふれあいの家の設置及び運営補助金の交付

社会参加の促進

人 15,729 16,182

21年度

②事務事業の年間所要時間 (時間)

4,205 4,205 4,205

1,878

(千円)

80

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円)

(千円)
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

● 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

○

○

11．事務事業実施の緊急性

小

成果向上の余地あり

あり
説
明

ソフトを充実することにより、利用者を増やし、介護予防に努めることが見込める。

年度

○

適切

コスト削減の余地あり

終了 ○

介護予防事業。

○

● 受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性 適切

○

●

説
明

管理運営においては、現状維持が精一杯と考える。

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地はない

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

【有効性の評価】

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

あり
説
明

向上

なし
説
明

管理委託料金は最低限のもので実施している。

実
施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

【効率性の評価】

コストと成果の方向性

なし

○

維持

成果の方向性将来的に地域の活動拠点として有効活用を図る必要がある。

中･長期的
（３～５
年間）

コストの方向性変化なし

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

⑵　今後の事務事業の方向性

○ ○廃止

適切

●

③ 効率性

適切

② 有効性 ○

○●

★　評価結果の総括と今後の方向性
なし

､
サ
ー
ビ
ス
低
下

○

① 目的妥当性 目的廃止又は再設定の余地あり

根拠法令等を記入

説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、どのように見直す余地があるか説明）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

市直営で管理する施設の維持管理費程度の実費負担を求めることも可能と考える。

●

適正化の余地あり

【公平性の評価】

説
明

次年度
（平成24
年度）

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

●

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

関
与
縮
小

説
明

3地区にしか設置してないため

直結度中

直結度小

法令などにより市による実施が義務付けられている

○

直結度大

●

●

○

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

一
部
に
あ
る

○

現在は利用料を徴収していないが、負担を求めることも検討課題と考える。

平
均

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

説
明● 平均

○

【必要性の評価】

平成 23 年度

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

22

【目的妥当性の評価】

（平成

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

二次評価の要否

不要

当面維持
片貝地区の施設は、開設時電源交付金を原資に改修を行い、山間地でほかに高齢者向けの施設が無いことから有効
に利用されているが、他の施設についてはごく少数の限られた人による利用であり、活用されているとは言いがた
い。今後、施設の管理主体を誰にするかも含め運営方法について検討すべきである。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ● ○ ○

②

③

③

②

③

●

○

実 施 方 法

老人クラブ会員を対象に、「陶芸教室」「カラオケ教室」「卓球教室」「ダンス教室」など文化・芸術・スポーツ分野といった20の趣味教室を開催し、生きがい作りの機会を提供する。ま
た、年に1回「高齢者趣味の手づくり展」及び「高齢者芸能大会」を開催し、発表の場を提供することによって会員のやる気と意欲向上を図る。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1007

木村　勝

予 算 書 の 事 業 名 1.地域介護予防活動支援事業

開始年度 平成8年度 終了年度事 業 期 間 当面継続 業務分類 ６．ソフト事業

コード１ 02020200

事 務 事 業 名 高齢者趣味教室運営事業

事 業 コ ー ド 23460370

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

523001

介護保険事業特別会計（介護保険事業勘定）政策の柱 基３　健やかで笑顔あふれるまちづくり 会計

予算科目 コード３ 007030102コード２政策体系上の位置付け

款

計画

３．地域支援事業費

区 分 なし

施 策 名

目

１．介護予防事業費

２　健康で安心して暮らせる社会の構築

項

２．介護予防一般高齢者施策事業費

高齢福祉係

基 本 事 業 名 社会参加の促進

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

◆事業概要（どのような事業か）

３．豊かな長寿社会の実現

政 策 名

３．負担金・補助金 ４．市直営

係 名 等

記 入 者 氏 名

課 名 等 社会福祉課

16,700 17,000

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

概ね60歳以上の高齢者
① 60歳以上高齢者数 人 15,729 16,182 16,500

➡
活
動
指
標

高齢者趣味教室開設数 室①

② 趣味教室会員数

2120 22

680人 603651 630 660

％ 4.14

9,985人

19 20

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

高齢者の健康維持、生きがいづくり、社会参加の創出により住み慣れた地域で元気に暮すことができる。
① 介護を必要としない高齢者数

趣味教室に参加している高齢者の割合 4.003.82

10,500 12,000

3.73 3.95

11,50011,000

そ
の
結
果

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮し続けています。

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

⑵地方債

⑴国・県支出金 (千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 1,934
財
源
内
訳

高齢者の生きがいづくりのため、従来から実施している。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

6,402

0

2,075

00 0

6,4025,994

0

5,534

1,067

15,983 5,159 7,46917,072

3,459 10,6709,989 3,225

⑷一般財源 0

(千円)

(千円)

⑶その他(使用料・手数料等)

0 0 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 200

841

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 16,824

(千円)

1

200 200 200 200

1 1 1

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

841 841 841 841

6,000 6,375 17,913 8,310

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円)

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入)

➡

＜平成22年度の主な活動内容＞

魚津市老人クラブ連合会に業務委託している。

＊平成23年度の変更点

変更なし

手
段

対
象

コーラス、民謡、カラオケ等の文化教室については、県内市町村では活発に開催されてい
る。

それぞれの教室の内容充実が求められている。
把握している

把握していない

平成17年の介護保険法の改正により、一般高齢者の介護予防事業（地域支援事業）の一つのメニューと位置づけられた。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

高齢化が進む中、予算拡充も考えられないことはないが、当面は予算枠を維持しながら内容の充実・改良を図る。

★経営戦略会議評価（二次評価）

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

○

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度小

○

直結度大

【公平性の評価】

なし

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

【有効性の評価】

成果向上の余地はない

なし
説
明

高齢化が進む中、担当人員の削減は困難と考える

【効率性の評価】

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

説
明● 平均

適正化の余地なし

説
明

会費等の自己負担を求めている

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

低い

22（平成

県内多市町村も同等の受益者負担となっている

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
可
能

★課長総括評価(一次評価）

低
い
が
､
影
響
大

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入

コスト削減の余地あり

○

② 有効性

●

○

○

○

11．事務事業実施の緊急性

比
較
的
高
い

○

●

○

○適切

○

適切 ○

○

○

○

●

★　評価結果の総括と今後の方向性

●

○廃止終了

なし
説
明

高齢化が進み対象人数も増えることから事業の削減は困難である

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

成果の方向性

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

中･長期的
（３～５
年間）

次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

維持

コストと成果の方向性

コストの方向性

高齢者の趣味、嗜好は今後ますます多様化することが予測され、その時々の高齢者の
ニーズを把握し、不人気な趣味教室については廃止することも検討すべきか
従前の、音楽、文化活動、軽スポーツを内容とする教室に加え、健康体操、ウォーキン
グなどの運動習慣の定着が図れる健康づくり教室開設などを健康センターと連携し研究
したいと考える。

○

○

●

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

③ 効率性

受益者負担の適正化の余地あり

説
明

④ 公平性

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

年度

○

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地はない

説
明

高齢者の健康な日常生活を維持することが可能となり、いきいきと生きがいのある生活が可能となる

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

説
明

なし

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

成果向上の余地あり

目的廃止又は再設定の余地あり① 目的妥当性 適切

平
均

大

新たな趣味教室を開講し、老人クラブへの新たな会員の促進に努める

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

あり
説
明

連携することで今より効果が上がる事業はない

●

○
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